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Ⅰ．概　　要
１．用語の定義等
本利用細則は、「国債資金同時受渡（香港）関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」第２条第２項第１０号に定める約定金融機関等（以下「約定金融機関等」といいます。）が日本銀行金融ネットワークシステム（以下「日銀ネット」といいます。）を利用して国債資金同時受渡（香港）関係事務を行う場合に使用するものです。
本利用細則で使用する用語の定義については、「日本銀行金融ネットワークシステム利用基本規則」、「国債資金同時受渡（香港）関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」、本利用細則以外の利用細則、「日本銀行国債振替決済業務規程」その他日本銀行が定めた規則等によるほか、以下のとおりとします。

（１）検証結果不一致（香港）の通知
　払出先参加者が、日本銀行に対し、国債資金同時受渡（香港）に関する検証依頼事項（「国債資金同時受渡（香港）関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」第４条第１項に定める検証依頼事項をいいます。以下同じです。）の内容が予定している国債資金同時受渡（香港）の内容と不一致である旨を通知することをいいます。
（２）国債の取分け
　　　「国債資金同時受渡（香港）関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」第２条第２項第６号に定める国債の取分けをいいます。単に「取分け」ともいいます。
（３）資金決済通知

香港インターバンク・クリアリング（以下「ＨＫＩＣＬ」といいます。）が国債資金同時受渡（香港）にかかる資金（香港ドルをいいます。以下同じです。）の引落および入金を行った旨の通知をいいます。
（４）相手先参加者
送信を行う約定金融機関等が払出先参加者である場合には受入先参加者を、送信を行う約定金融機関等が受入先参加者である場合には払出先参加者をいいます。

（５）資金受入先
国債資金同時受渡（香港）にかかる資金の入金先をいいます。
（６）資金受渡金額
国債資金同時受渡（香港）にかかる資金の金額（香港ドル建て）をいいます。
（７）入力店
国債資金同時受渡（香港）関係事務に関する電文を送信した約定金融機関等の店舗をいいます。
なお、当該電文を送信することができる約定金融機関等の店舗は、オンライン振決参加者店舗に限ります。
（８）参加者・種別・口座区分

振決参加者ならびにその参加者口座の種別および口座区分をいいます。
（９）国債払出先

国債（振決国債をいいます。以下同じです。）の払出が行われる参加者・種別・口座区分をいいます。
（10）国債受入先

国債の受入が行われる参加者・種別・口座区分をいいます。

（11）元利払対象銘柄実行締切時刻
元利払対象銘柄を対象とする国債資金同時受渡（香港）にかかる資金決済通知の受付を締切る時刻をいいます。

（12）国債資金同時受渡（香港）実行締切時刻

元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする国債資金同時受渡（香港）にかかる資金決済通知の受付を締切る時刻をいいます。

（13）取分け中残高

国債残高のうち、取分けの状態となっている国債の残高（額面金額の合計）をいいます。
（14）払出可能国債残高

国債残高から取分け中残高を控除した金額をいいます。
（15）国債残高不足

国債の取分けにより、払出可能国債残高がマイナスとなる状態をいいます。
２．国債資金同時受渡（香港）関係事務の概要
（１）全体像

















（注）受入先参加者が「国債資金同時受渡（香港）依頼」を送信することもできます。
イ．決済指示（資金）（香港）検証依頼（①～③（注１））
ＨＫＩＣＬは、資金払込先が決済指示（資金）（香港）を行った後、日本銀行に対し、国債資金同時受渡（香港）に関する検証依頼事項を通知します（注２）。
日本銀行は、当該通知を受けた後遅滞なく、払出先参加者に「決済指示（資金）（香港）検証依頼」を送信します。
（注１）関連する事務・処理にかかる上記の図中の番号を示します。以下（１）において同じです。
（注２）資金払込先が決済指示（資金）（香港）において指定した払出先参加者および受入先参加者のＢＩＣコードが日銀ネットに登録されていない場合には、日本銀行は当該通知を受付けることができないため、払出先参加者および受入先参加者は、国債資金同時受渡（香港）にかかる取引で使用するＢＩＣコードをあらかじめ日銀ネットに登録するほか、資金払込先との間で十分に確認する必要があります。
ロ．国債資金同時受渡（香港）依頼（④）
払出先参加者は、「決済指示（資金）（香港）検証依頼」の内容が予定している国債資金同時受渡（香港）の内容と一致することを確認します。
その後、払出先参加者または受入先参加者は、所定の端末操作手順（業務処理区分コード761201）（注）に従い、「国債資金同時受渡（香港）依頼」の送信を行うことができます。
なお、「国債資金同時受渡（香港）依頼」において指定できる国債払出先および国債受入先の参加者口座は、約定金融機関等の参加者口座（国債払出先にあっては、「決済指示（資金）（香港）検証依頼」を受信した払出先参加者の参加者口座）に限ります。
また、払出先参加者が当該送信を行う場合には、当該送信において、決済指示（国債）（香港）を同時に行うこともできます。
（注）コンピュータ接続またはファイルアップロード・ダウンロード機能（以下「コンピュータ接続等」といいます。）により送信する場合の「国債資金同時受渡（香港）依頼」の業務処理区分コードは763101となります。
ハ．決済指示（国債）（香港）（⑤）
払出先参加者は、「国債資金同時受渡（香港）依頼」の送信が行われた場合には、当該国債資金同時受渡（香港）依頼について、所定の端
末操作手順（業務処理区分コード761301）に従い、「決済指示（国債）（香港）」の送信を行うことができます（注）。
（注）「国債資金同時受渡（香港）依頼」の送信が払出先参加者により行われる場合に限り、当該送信の際、当該払出先参加者は決済指示（国債）（香港）を同時に行うこともできます。
ニ．国債の取分け（⑥、⑦）
日本銀行は、払出先参加者が決済指示（国債）（香港）を行った後遅滞なく、国債の取分けを行います。
また、日本銀行は、国債の取分けを行った後遅滞なく、ＨＫＩＣＬに対し、国債資金同時受渡（香港）に関する検証依頼事項の内容が予定している国債資金同時受渡（香港）の内容と一致した旨（以下「検証結果一致の旨」といいます。）を通知します。
なお、国債の取分けについての詳細は、［参考］１.を参照してください。

ただし、払出先参加者について国債残高不足が発生している場合には、日本銀行は、国債の取分けを行わず、当該決済指示（国債）（香港）を取消したうえ、払出先参加者に対し、その旨を通知します。
ホ．国債資金同時受渡（香港）の実行（⑧～⑬）
　　　　ＨＫＩＣＬは、検証結果一致の旨の通知を受けた後、資金の確保を行い、日本銀行に対し、資金を確保済である旨を通知します（注１）。
　日本銀行は、当該通知を受けた後遅滞なく、ＨＫＩＣＬに対し、国債の取分けを行った旨を通知します（注１）。

　　ＨＫＩＣＬは、当該通知を受けた後、資金の引落および入金を行い、日本銀行に対し、資金決済通知を行います。
　　日本銀行は、当該通知を受けた後遅滞なく、対象の国債の取分けを解除したうえ、当該国債の受払を行います（国債資金同時受渡（香港）の実行）（注２）。
（注１）当該処理は、日本銀行およびＨＫＩＣＬが行う処理のうち、利用先における事務に影響がなく、参考としてお示しするものです（Ⅱ．１．（１）ロ．および（２）ロ．においては記載を省略します。）。
（注２）日本銀行とＨＫＩＣＬとの間の処理のため、決済指示（国債）（香港）が行われてから国債資金同時受渡（香港）が実行されるまでの間に、一定の時間を要する場合があります。国債資金同時受渡（香港）の実行（「国債資金同時受渡（香港）実行通知」の受信）が通常より遅れているときは、必要に応じ、資金払込先に連絡してください。
　　　　なお、日本銀行が資金決済通知を受付ける前に、同通知の受付締切時刻が到来した場合には、該当の国債資金同時受渡（香港）は実行されません（当該国債資金同時受渡（香港）にかかる国債資金同時受渡（香港）依頼および決済指示（国債）（香港）は、国債資金同時受渡（香港）実行締切時刻後に取消されます（３．参照）。）。
（２）オンライン照会
約定金融機関等は、本利用細則の定めるところに従い、国債資金同時受渡（香港）に関する照会を日銀ネットを利用して行うことができます。
（３）日銀ネット障害時等の取扱い
国債資金同時受渡（香港）依頼および決済指示（国債）（香港）はオンラインによってのみ可能であり、日銀ネットの障害が発生した場合等において、国債資金同時受渡（香港）依頼および決済指示（国債）（香港）を書面により行うことはできません。
また、日本銀行は、障害の状況に応じ、必要な取扱いを約定金融機関等に指示することがあります（注）。
（注）障害の状況によっては、日本銀行は、受付済の国債資金同時受渡（香港）依頼および決済指示（国債）（香港）について処理しないこととすることがあります。この場合、日本銀行からの指示に従ってください。
（４）受払日・送信日
受払日は、日本銀行の営業日のうち、香港の祝日以外の日に限ります。
また、「決済指示（資金）（香港）検証依頼」の送信日は、受払日に限ります（「決済指示（資金）（香港）検証依頼」に表示される受払日は、当該送信日と同日となります。）。
国債資金同時受渡（香港）関係事務に関するすべての業務処理区分の電文は、当該送信日（受払日）に限り送信することができます。
（５）受付番号
「国債資金同時受渡（香港）依頼」の送信が行われると、国債資金同時受渡（香港）依頼１件毎に下記の体系の番号が付されます。この番号は「受付番号」といい、「国債資金同時受渡（香港）依頼受付通知」等に表示されます。また、国債資金同時受渡（香港）依頼の取消を行う場合には、該当の受付番号を入力する必要があります。
受付番号の体系






（６）取引ＩＤ

国債資金同時受渡（香港）にかかる対象取引を特定するため、資金払込先において、その受払日および払出先参加者の別に応じて、一意の番号等を付します（受払日および払出先参加者を同じくする国債資金同時受渡（香港）について、同一の取引ＩＤを付すことはできません。）。この番号等は「取引ＩＤ」といい、「決済指示（資金）（香港）検証依頼」により通知されます。また、「検証結果不一致（香港）」、「国債資金同時受渡（香港）依頼」および「決済指示（国債）（香港）」の送信を行う場合には、該当の取引ＩＤを入力する必要があります。
（７）国債処理番号

国債の取分け、その解除および国債資金同時受渡（香港）の実行の都度、参加者・種別・口座区分および銘柄別に受払日単位で000001番から６桁の連続番号が付されます。この番号は「国債処理番号」といい、国債振替決済関係事務および国債資金同時受渡関係事務における国債処理番号と共通に付されます。国債処理番号は「国債資金同時受渡（香港）実行通知」に表示されます。
約定金融機関等は、国債処理番号を利用して、国債残高の管理を行うことができます。
付番方法の詳細は、［参考］２．を参照してください。
３．国債資金同時受渡（香港）依頼等の取消および国債の取分けの解除
（１）決済指示（資金）（香港）検証依頼の取消 
（払出先参加者による取消）
・　払出先参加者は、「国債資金同時受渡（香港）依頼」および「検証結果不一致（香港）」のいずれもが未送信である場合、所定の端末操作手順（業務処理区分コード761101）に従い、決済指示（資金）（香港）検証依頼の取消を行う（「検証結果不一致（香港）」の送信を行う）ことができます。
（日本銀行による取消）
・　元利払対象銘柄実行締切時刻までに実行されなかった国債資金同時受渡（香港）にかかる決済指示（資金）（香港）検証依頼（注）は、同時刻後に日本銀行により取消されます。　
（注）元利払対象銘柄を対象とする「決済指示（国債）（香港）」（国債資金同時受渡（香港）依頼と同時に行われる決済指示（国債）（香港）を含みます。以下３．において同じです。）が送信済であるものに限ります。
・　国債資金同時受渡（香港）実行締切時刻までに実行されなかった国債資金同時受渡（香港）にかかる決済指示（資金）（香港）検証依頼は、同時刻後に日本銀行により取消されます。
（２）国債資金同時受渡（香港）依頼の取消
（払出先参加者または受入先参加者による取消）
・　払出先参加者または受入先参加者は、「決済指示（国債）（香港）」が未送信である場合、所定の端末操作手順（業務処理区分コード761202）に従い、国債資金同時受渡（香港）依頼（相手先参加者が送信したものを含みます。）の取消を行う（「国債資金同時受渡（香港）依頼取消」の送信を行う）ことができます。
（日本銀行による取消）
・　元利払対象銘柄実行締切時刻までに実行されなかった国債資金同時受渡（香港）にかかる国債資金同時受渡（香港）依頼（注）は、同時刻後に日本銀行により取消されます。　　
（注）元利払対象銘柄を対象とするものに限ります。
・　国債資金同時受渡（香港）実行締切時刻までに実行されなかった国債資金同時受渡（香港）にかかる国債資金同時受渡（香港）依頼は、同時刻後に日本銀行により取消されます。
（３）決済指示（国債）（香港）の取消
（日本銀行による取消）
・ 「決済指示（国債）（香港）」の送信時点で払出先参加者に国債残      高不足が発生している場合には、当該決済指示（国債）（香港）は、送信直後に日本銀行により取消されます。
・　元利払対象銘柄実行締切時刻までに実行されなかった国債資同時受渡（香港）にかかる決済指示（国債）（香港）（注）は、同時刻後に日本銀行により取消されます。
（注）元利払対象銘柄を対象とするものに限ります。
・　国債資金同時受渡（香港）実行締切時刻までに実行されなかった国債資金同時受渡（香港）にかかる決済指示（国債）（香港）は、同時刻後に日本銀行により取消されます。
なお、払出先参加者または受入先参加者による取消はできません。
（４）国債の取分けの解除
（日本銀行による解除）
　・　国債資金同時受渡（香港）が実行される場合または決済指示（国債）（香港）が取消された場合に、日本銀行により解除されます。

なお、払出先参加者または受入先参加者による解除はできません。
４．入力・受付時間帯等
（１）入力・受付時間帯
約定金融機関等が、本利用細則に定める業務処理区分の電文を送信することができる時間帯および日本銀行がＨＫＩＣＬからの通知を受付けることができる時間帯は、次表に定めるとおりです（いずれも日本時間）。
【入力時間帯】
	業務処理区分名
	業務処理区分コード（注）
	条件
	入力時間帯

	
	
	
	開始時刻
	締切時刻

	検証結果不一致(香港)
	761101
	──
	午前9:30
	午後5:15

	国債資金同時受渡（香港）依頼
	761201
(763101)
	元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前9:30
	午後2:45

	
	
	元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	午前9:30
	午後5:15

	国債資金同時受渡（香港）依頼取消
	761202
	元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前9:30
	午後2:45

	
	
	元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	午前9:30
	午後5:15

	決済指示（国債）（香港）
	761301
	元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前9:30
	午後2:45

	
	
	元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	午前9:30
	午後5:15

	未決済明細
	764201
	──
	午前7:30
	午後10:00


（注）（）内はコンピュータ接続等により送信する場合の業務処理区分コードになります。
【受付時間帯】
	ＨＫＩＣＬから受付ける通知の種類
	条件
	受付時間帯

	
	
	開始時刻
	締切時刻

	検証依頼事項の通知
	──
	午前9:30
	午後5:10

	資金決済通知
	元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前9:30
	午後3:00

	
	元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	午前9:30
	午後5:30


（２）入力延長
イ．入力延長の依頼

約定金融機関等は、やむを得ない事由により入力時間帯において電文の送信を終了する見込みがなく、かつ、その日のうちに当該電文の送信を行う必要がある場合には、事前に電話により日本銀行本店（業務局統括課業務運行統括グループ）に入力延長の依頼を行ってください。この場合、日本銀行は入力延長の事由等を聴取します。

なお、入力延長の依頼については、延長の必要性を認識した後直ちに行うようにしてください。日本銀行は、入力延長の依頼の受付を、原則として電文の送信を締切る時刻の６０分前に締切ります。
ロ．入力延長の許可

日本銀行は、入力延長を許可した場合には、その旨を約定金融機関等に連絡します。

ハ．入力延長の停止

入力延長を許可された約定金融機関等は、所要の電文の送信が終了した場合には、速やかに日本銀行本店（業務局統括課業務運行統括グループ）あてにその旨を連絡してください。

日本銀行は、当該連絡を受けた場合には、入力延長の停止予定時刻到来前であっても入力延長を停止することがあります。また、約定金融機関等からの連絡がない場合でも、入力延長の停止予定時刻が経過したときは入力延長を停止します。
５．当日処理終了および当日処理終了取消
（１）当日処理終了
約定金融機関等が、所定の端末操作手順（業務処理区分コード071301）に従い、国債振替決済関係事務における当日処理終了（以下５．において単に「当日処理終了」といいます。）を行った場合には、当該約定金融機関等を払出先参加者または受入先参加者とする国債資金同時受渡（香港）関係事務にかかる以下の表の業務処理区分の電文を送信すること（他の約定金融機関等が当該電文を送信する場合を含みます。）ができなくなります（当該電文の送信を行った場合には、エラーとなります。）（注）。
　なお、当日処理終了については、利用細則（国債振替決済関係事務）を参照してください。
（注）約定金融機関等が当日処理終了を行った場合でも、当該約定金融機関等を払出先参加者とする「決済指示（資金）（香港）検証依頼」の送信は行われます。この場合、払出先参加者は、必要に応じて検証結果不一致（香港）の通知または（２）の当日処理終了取消等を行ってください。
（２）当日処理終了取消
約定金融機関等が、所定の端末操作手順（業務処理区分コード071301）に従い、国債振替決済関係事務における当日処理終了取消（以下５．において単に「当日処理終了取消」といいます。）を行った場合には、当該約定金融機関等を払出先参加者または受入先参加者とする国債資金同時受渡（香港）にかかる以下の表の業務処理区分の電文を送信すること（他の約定金融機関等が当該電文を送信する場合を含みます。）が可能となります。

　なお、当日処理終了取消については、利用細則（国債振替決済関係事務）を参照してください。
《 当日処理終了の対象利用業務 》（注１）
	利用業務
	業務処理区分名
	業務処理

区分コード

	国債資金同時受渡（香港）関係事務
	国債資金同時受渡（香港）依頼
	761201

(763101)（注２）

	
	決済指示（国債）（香港）（注３）
	761301


（注１）当日処理終了を行う前または当日処理終了取消を行った後であっても、４．（１）に定める入力時間帯の締切時刻が到来している電文は送信できません。

（注２）コンピュータ接続等により送信する場合の業務処理区分コードです。
　（注３）「決済指示（国債）（香港）」（国債資金同時受渡（香港）依頼と同時に行われる決済指示（国債）（香港）を含みます。）の送信後、当該決済指示（国債）（香港）にかかる国債資金同時受渡（香港）の実行前に当日処理終了を行っても、原則として、当該国債資金同時受渡（香港）は実行されます（ただし、日本銀行が当該国債資金同時受渡（香港）にかかる資金決済通知を受付ける前に、同通知の受付締切時刻が到来した場合には、当該国債資金同時受渡（香港）は実行されません。）。

６．残高の管理
国債資金同時受渡（香港）にかかる国債の受払を行うためには、「決済指示（国債）（香港）」（国債資金同時受渡（香港）依頼と同時に行われる決済指示（国債）（香港）を含みます。）が送信された時点において、国債払出先に払出を行うに足る払出可能国債残高が確保されていることが必要です。

なお、当該時点において、払出可能国債残高が確保されていない場合には、決済指示（国債）（香港）が取消されます。
オンライン振決参加者店舗


利用細則（国債振替決済関係事務）


第１編Ⅰ．参照








＜ＨＫＩＣＬ＞





＜日本銀行＞





資金払込先

















払出先参加者





③「決済指示（資金）（香港）検証依頼」を送信





②国債資金同時受渡（香港）に関する検証依頼事項を通知








①決済指示（資金）（香港）





④「国債資金同時受渡（香港）依頼」を送信（注）





⑤「決済指示（国債）（香港）」を送信





⑥国債の取分け





⑦検証結果一致の旨を通知





⑧資金の確保





⑨資金確保済通知





受入先参加者














資金受入先





⑩国債の取分け済通知





⑪資金決済の実行





⑫資金決済通知





⑬国債の受払の実行





＜凡例＞


破線：ＨＫＩＣＬが行う処理等


　　：日本銀行およびＨＫＩＣＬが行う処理のうち、利用先における事務に影響がなく、参考としてお示しするもの





ＢＩＣコードの登録


利用細則（共通事務）


第２編Ⅲ．参照








コンピュータ接続、ファイルアップロード・ダウンロード機能


利用細則（共通事務）


第１編Ⅲ．参照





オンライン照会の種類


Ⅲ．１．参照








障害時の対応


利用細則（共通事務）


第１編Ⅵ.参照





10桁





01～20の範囲の適宜の数値





×× ×× ××××××





「国債資金同時受渡（香港）依頼」の送信日が


奇数月に属する場合


送信日の日付と同一の数値


偶数月に属する場合


送信日の日付に50を加えた数値





000000～999999の範囲の適宜の数値





国債処理番号


利用細則（国債振替決済関係事務）


第１編Ⅰ．参照


利用細則（国債資金同時受渡関係事務）


第１編Ⅰ．参照








処理ごとの送信・実行済否別の取消の対象一覧


［参考］３．参照





コンピュータ接続等


第１編Ⅰ．２．参照





入力延長


利用細則（共通事務）


第１編Ⅴ．参照





当日処理終了


利用細則（共通事務）


第１編Ⅴ．参照





当日処理終了取消


利用細則（共通事務）


第１編Ⅴ．参照





コンピュータ接続等


第１編Ⅰ．２．参照









